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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第72期第１四半期連結累計期間及び第72期は潜

在株式が存在しないため、第73期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり潜在株主が存在

しないため記載していない。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

回次 
第72期 

第１四半期 
連結累計期間 

第73期 
第１四半期 
連結累計期間 

第72期 

会計期間 
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日 

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 28,574 22,016 129,177 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 265 △282 2,522 

四半期(当期)純利益又は 
四半期純損失(△) 

(百万円) 96 △413 1,543 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 307 △440 2,267 

純資産額 (百万円) 11,769 13,045 12,971 

総資産額 (百万円) 73,075 74,372 76,478 

１株当たり四半期(当期)純利益又は
１株当たり四半期純損失(△) 

(円) 2.81 △12.01 44.89 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 15.3 16.5 15.9 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はない。 

  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や企業業況に関する指標を中心に落ち込んでいる

が、落ち込み幅は徐々に緩和されており、消費増税後の落ち込みから持ち直しつつある。 

建設市場においては、民間設備投資については、設備投資の増加ペースは緩やかなものにとどまっている状況

にあり、公共投資については、緊急経済対策関係事業の執行が一巡したものの、公共投資は底堅い動きとなって

おり、全体として増加基調で推移した。 

このような状況のなか、当社グループは「量から質」への変革を推進して、収益力の向上に努めるとともに、

国内ではソリューション営業の推進による受注強化や、技能労働者不足への対応として工業化や省力化に積極的

に取り組む一方、海外では用途や顧客層の拡大を図り、持続的な成長に向けた基盤強化に努めてきた。 

当第１四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなった。 

売上高は、建設事業217億31百万円(前年同四半期比23.2％減)に不動産事業他２億85百万円(前年同四半期比

9.3％増)をあわせ、220億16百万円(前年同四半期比22.9％減)となった。 

損益面においては、営業損失は３億６百万円(前年同四半期 営業利益１億43百万円)、経常損失は２億82百万

円(前年同四半期 経常利益２億65百万円)、四半期純損失は４億13百万円(前年同四半期 四半期純利益96百万

円)となった。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

セグメントの業績は次のとおりである。(セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。) 

建設事業 

日本 

当社グループの建設事業の日本における受注高は、284億85百万円(前年同四半期比73.7％増)となった。 

売上高は、122億55百万円(前年同四半期比21.7％減)となり、売上高の減少及び一部不採算工事による売上

総利益の減少などにより、営業損失は６億12百万円(前年同四半期 営業損失２億30百万円)となった。 

  

東南アジア 

当社グループの建設事業の東南アジアにおける受注高は、159億37百万円(前年同四半期比45.9％増)となっ

た。 

売上高は、94億79百万円(前年同四半期比25.1％減)となり、売上高の減少などにより、営業利益は１億88

百万円(前年同四半期比30.6％減)となった。 
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不動産事業 

日本 

賃貸事業を中心とする不動産事業の日本における売上高は、２億76百万円(前年同四半期比8.9％増)とな

り、営業利益は１億21百万円(前年同四半期比2.2％増)となった。 

  

北米 

賃貸事業を営む不動産事業の北米については、営業損失は０百万円(前年同四半期 営業損失15百万円)と

なった。 

  

その他の事業 

その他の事業については、売上高は９百万円(前年同四半期比19.9％増)となり、営業損失は２百万円(前年

同四半期 営業損失０百万円)となった。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ21億６百万円減少し、743億72百万円とな

った。これは、「現金預金」が45億10百万円及び「未成工事支出金」が13億86百万円それぞれ増加したが、「受

取手形・完成工事未収入金等」が80億５百万円減少したことなどによるものである。 

負債の部は、前連結会計年度末に比べ21億79百万円減少し、613億27百万円となった。これは、「未成工事受入

金」が31億26百万円増加したが、「支払手形・工事未払金等」が34億10百万円、「借入金」が11億33百万円及び

「退職給付に係る負債」が６億32百万円それぞれ減少したことなどによるものである。 

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ73百万円増加し、130億45百万円となった。これは、剰余金の配当１億

３百万円の支払い及び四半期純損失４億13百万円の計上並びに退職給付に関する会計基準等の適用により期首の

利益剰余金が増加したことなどによるものである。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はない。 

  また、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更も行っていない。 

  

(4) 研究開発活動 

建設事業 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４百万円であった。 

なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行っていない。 

  

不動産事業及びその他の事業 

研究開発活動は特段行っていない。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はない。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はない。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はない。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 154,792,300 

計 154,792,300 
 

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 34,498,097 34,498,097 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株である。 

計 34,498,097 34,498,097 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

 平成26年４月１日～ 
 平成26年６月30日 

― 34,498,097 ― 5,061 ― 1,400 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成26年３月31日の株主名簿により記載している。 

① 【発行済株式】 

平成26年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ1,600株(議決権16個)及び50株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式89株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年３月31日現在 

  

  
２ 【役員の状況】 

  

該当事項はない。 

  

  

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 119,400 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

34,295,800 
342,958 ― 

単元未満株式 普通株式 82,897 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 34,498,097 ― ― 

総株主の議決権 ― 342,958 ― 

 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ナカノフドー建設 

東京都千代田区 
九段北四丁目２番28号 

119,400 ― 119,400 0.34 

計 ― 119,400 ― 119,400 0.34 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、和泉監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 27,205 31,716 

    受取手形・完成工事未収入金等 27,830 19,824 

    有価証券 14 14 

    未成工事支出金 1,205 2,591 

    その他のたな卸資産 245 226 

    その他 2,774 2,701 

    貸倒引当金 △112 △114 

    流動資産合計 59,164 56,961 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物・構築物（純額） 3,109 3,073 

      土地 10,056 10,056 

      その他（純額） 378 390 

      有形固定資産合計 13,544 13,520 

    無形固定資産 330 328 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 2,868 3,005 

      その他 641 623 

      貸倒引当金 △70 △68 

      投資その他の資産合計 3,439 3,561 

    固定資産合計 17,314 17,410 

  資産合計 76,478 74,372 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形・工事未払金等 43,919 40,508 

    1年内償還予定の社債 80 80 

    短期借入金 3,586 2,621 

    未払法人税等 182 100 

    未成工事受入金 6,459 9,586 

    引当金 554 447 

    その他 1,114 1,109 

    流動負債合計 55,895 54,452 

  固定負債     

    社債 280 280 

    長期借入金 3,939 3,771 

    繰延税金負債 565 635 

    退職給付に係る負債 1,876 1,244 

    その他 949 942 

    固定負債合計 7,610 6,874 

  負債合計 63,506 61,327 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,061 5,061 

    資本剰余金 1,400 1,400 

    利益剰余金 6,952 7,052 

    自己株式 △29 △29 

    株主資本合計 13,384 13,484 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 474 563 

    為替換算調整勘定 △930 △1,068 

    退職給付に係る調整累計額 △756 △734 

    その他の包括利益累計額合計 △1,212 △1,239 

  少数株主持分 799 799 

  純資産合計 12,971 13,045 

負債純資産合計 76,478 74,372 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 28,574 22,016 

売上原価 27,353 21,098 

売上総利益 1,221 918 

販売費及び一般管理費 1,077 1,225 

営業利益又は営業損失（△） 143 △306 

営業外収益     

  受取利息 52 52 

  受取配当金 18 20 

  為替差益 97 - 

  その他 12 3 

  営業外収益合計 180 76 

営業外費用     

  支払利息 55 32 

  為替差損 - 13 

  その他 2 5 

  営業外費用合計 58 51 

経常利益又は経常損失（△） 265 △282 

特別利益     

  固定資産売却益 2 4 

  投資有価証券売却益 37 - 

  特別利益合計 39 4 

特別損失     

  訴訟関連損失 20 0 

  その他 0 2 

  特別損失合計 20 3 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

285 △281 

法人税、住民税及び事業税 136 92 

法人税等調整額 36 24 

法人税等合計 172 116 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

112 △397 

少数株主利益 15 15 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 96 △413 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

112 △397 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 36 88 

  為替換算調整勘定 159 △152 

  退職給付に係る調整額 - 21 

  その他の包括利益合計 195 △42 

四半期包括利益 307 △440 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 302 △440 

  少数株主に係る四半期包括利益 5 0 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

  

該当事項はない。 

  
  

(会計方針の変更) 

(退職給付に関する会計基準等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、割引率

決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職

給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減している。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が616百万円減少し、利益剰余金が616百万

円増加している。なお、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影

響は軽微である。 

  
  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

  保証債務 

  

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。 

 なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであ

る。 

  

  

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

ナカノシンガポール(PTE.)LTD.及
びその子会社の受注工事に係る金
融機関等の工事履行保証に対する
債務保証 

4,547百万円 5,894百万円 

手付金保証 559 598 

従業員持家ローン 0 0 

  計 5,107 6,493 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

減価償却費 64百万円 93百万円 
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(株主資本等関係) 

  

Ⅰ.前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  該当事項はない。 

  

  

Ⅱ.当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  該当事項はない。 

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 103 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 103 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業である。 

２ セグメント間取引消去によるものである。 

３ セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。 

  

  

  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ 「その他の事業」は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業である。 

２ セグメント間取引消去によるものである。 

３ セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。 

  

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更している。 

当該変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失への影響は軽微である。 

  
  

                  (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

その他 
の事業 
(注)１ 

合計 
調整額
(注)２

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 

建設事業 不動産事業 

日本 
東南 
アジア 

計 日本 北米 計 

売上高                     

外部顧客への売上高 15,657 12,655 28,313 253 ― 253 7 28,574 ― 28,574

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

― 5 5 ― ― ― ― 5 △5 ―

計 15,657 12,661 28,318 253 ― 253 7 28,580 △5 28,574

セグメント利益 
又は損失(△)  (注)３ 

△230 271 40 118 △15 102 △0 143 ― 143
 

                  (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

その他 
の事業 
(注)１ 

合計 
調整額
(注)２

四半期 
連結損益
計算書 
計上額 

建設事業 不動産事業 

日本 
東南 
アジア 

計 日本 北米 計 

売上高                     

外部顧客への売上高 12,255 9,475 21,731 276 ― 276 9 22,016 ― 22,016

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

― 3 3 ― ― ― ― 3 △3 ―

計 12,255 9,479 21,735 276 ― 276 9 22,020 △3 22,016

セグメント利益 
又は損失(△)  (注)３ 

△612 188 △424 121 △0 120 △2 △306 ― △306
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しな

いため、当第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり潜在株式が存在しないため記載して

いない。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はない。 

  

  

  

２ 【その他】 

当社が瑕疵担保責任を負担する建物に瑕疵が存在するとして、丸紅株式会社より瑕疵修補に代わる損害賠償請

求等として約17億円の支払を求める訴訟の提起を受けており、現在係争中である。 

当社としては、丸紅株式会社が主張するような瑕疵は存在しないと考えており、適切に訴訟を進めていく所存

である。 

  

  

 

    
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

１株当たり四半期純利益又は 
１株当たり四半期純損失(△) 

(円) 2.81 △12.01 

(算定上の基礎)       

四半期純利益又は四半期純損失(△) (百万円) 96 △413 

普通株主に帰属しない金額      (百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益又は 
普通株式に係る四半期純損失(△) 

(百万円) 96 △413 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,381 34,378 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月８日

株式会社 ナカノフドー建設 

   取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナカノ

フドー建設の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設及び連結子会社の平成26年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

  

和 泉 監 査 法 人 
 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  川  尻  慶  夫  印 
 

業務執行社員   公認会計士  飯  田  博  士  印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



  

  

【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月８日 

【会社名】 株式会社 ナカノフドー建設 

【英訳名】 NAKANO CORPORATION  

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅 井  晶 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北四丁目２番28号  

【縦覧に供する場所】 株式会社ナカノフドー建設 名古屋支社 

 (名古屋市中区丸の内三丁目20番３号) 

株式会社ナカノフドー建設 大阪支社 

 (大阪市西区阿波座二丁目４番23号) 

株式会社ナカノフドー建設 東関東支店 

 (千葉市中央区富士見二丁目15番１号) 

株式会社ナカノフドー建設 北関東支店 

 (さいたま市浦和区高砂三丁目５番７号) 

株式会社ナカノフドー建設 横浜支店 

 (横浜市中区本町二丁目10番) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社取締役社長浅井 晶は、当社の第73期第１四半期(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 


